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We studied 130 cases of pulmonary tuberculosis in foreigners residing in Japan to 

obtain the results as follows;

1. Of the cases of pulmonary tuberculosis in foreigners who are registered and receiving 

treatment in Japan, 20.3% were treated at three dispensaries of the Japan  Anti

-tuberculosis Association in Tokyo.

2. The nationality of the cases treated was China in more than half of them , followed by 

the Republic of Korea.

3. The number of days taken from entry into Japan to the start of treatment was about

 11.4 months; 0.9% of the total number of cases examined by chest radiophotography 

required medical treatment.

4. Their living conditions in Japan according to questionnairing are: 56 .2% have jobs in

 Japan; working hour, 4.99•}1.19 hours a day; 64 .4% take night work; 57.6% work in

 food/drink service industry; living space is 12.5 m2; 52 .4% share the same house with 

other persons, living together with 1.6 persons .

*From the Shibuya Dispensary , Japan Anti-Tuberculosis Association, 1-20-24, Shibuya,

 Shibuya Ward, Tokyo 150 Japan.
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5. As for the type of illness at the start of treatment, GAKKAI classification type III

 accounted for 90% and spread 1 83.8%. GAKKAI classification type II accounted for 

10%, consisting of many relatively mild cases.

6. The defaulter rate was high at 40.8%. The reason for defaulting was broken down to 

discontinuation on his own 68%, repatriation 15 % and side—effects 19%. The time to 

default was average 3.2•}3.1 months after the start of treatment. They defaulted 1.2

•}0.4 times on the average.

7. To reduce the defaulter rate to the minimum in treating the foreigners residing in

 Japan, the following may be needed. 

a. To give guidance on the regimen including the need of treatment and iisk associated

 with discontinuation of treatment at the first visit. 

b. Measures to reduce the amount to be born by the individual in the medical expenses.

c. Preparation of a pamphlet for therapeutic guidance in foreign languages.

Key words: Tuberculosis, Immigration, 

Foreigners, Chemotherapy, Out—patient 

clinic
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外来治療

は じ め に

最近 アジア諸国か ら就学ない し就労の 目的で来 日した

外国人の うち,肺 結核症を発見 され 日本で治療を受 ける

ケー スが増加 して いる1)2)。そ こで私 どもは,在 日外国

人肺結核症の外来治療成績を検討す る目的で これ らの症

例 にア ンケー ト調査を施行,生 活背景上か らの肺結核症

の発症 または増悪因子 の検討,さ らに臨床的 には外来治

療成績 の効果判定,治 療中断例 ない し治療継続困難例の

分析等 を行 い,在 日外国人 の肺結核症 の実態 と外来治療

の現状 を考察 し,今 後 の対策上 の問題点 につ いて報告す

る。

対象 および方法

対 象,は,昭 和63年4.月 よ り平成3年9月 までに,都

内結核予 防会 の3つ の診療所 にて外来治療 を開始 した 日

本入国5年 未満の外 国人肺結 核症例130例 である。方法

は,中 国語,韓 国語,英 語 のア ンケ ー ト用紙 を作成 し

(表1～4),母 国での健康状態,入 国後 の肺結核症発見

の経緯,日 本滞在中の経済および生 活環境等 について調

査 した。

治療開始後抗結核薬服用を1ヵ 月以上 にわた り,中 断

した例 を治療継続困難例 と定義 し,こ れ らの例の治療継

続困難 の理 由 も検討 した。 また上記症例の学会病型,学

研病型,排 菌状況,治 療薬剤の組合せ とその期間,副 作

用 の有無 にっ き検討 し,特 に学研病型 による短期治療の

X線 写真所見上 での効果判定 は学研病状判定基準を用 い

て検討 し,併 せて治療 中の中断 の有無 と,治 療継続困難

例 では治療継続 困難時期 も解析 した。

結 果

全例130例 中,ア ンケ ー ト回答 例 は105例 で あ った

(80.896)(図1)。 対 象 の平均 年齢 は27.1±4.4歳(平

均 ±標準 偏差)で,男84例,女46例 であった。治療継

続困 難例 は53例 で,全 例 の40.8%を 占めその中のア ン

ケ ー ト回 答例 は36例(67.9%)で あ った(図2)。 平

均年 齢 は27.7±4.2歳 で男33例,女20例 であ った。国

籍別で は,全 アンケー ト回答例105例 か らみる と中国,

韓国,台 湾,ミ ャンマ ー(6.2%),フ ィ リピン(5.4%),

バ ングラデシュ(2 .3%),そ の他 のア ジア地域(4.7%)

で あ り,治 療継 続困 難例 アンケー ト回答36例 では,中

国,韓 国,フ ィ リピ ン(7.5%),台 湾(5.7%),ミ ャ

ンマ ー(3.8%),バ ング ラデ シ ュ(1.9%),そ の他 の

ア ジア地域(5.7%)の 順であ った。入国後か ら治療 開

始 までの期 間 は,全 ア ンケー ト回答例で は342±267日

(約11.4ヵ 月),治 療継 続 困難例 ア ンケー ト回答例で は

354±254日(約11.8カ 月)で ともに1年 未満であ った。

本人 の既往症,家 族歴,母 国で の胸部X線 写真受診状

況 とその結果,母 国 での職業,喫 煙歴,今 回 の肺結核症

の診 断機 関 とその受診理 由は全 ア ンケー ト回答例で は図

1,治 療継続 困難例 ア ンケー ト回答例 では図2に 記載 し

た とお りで あ る。全 ア ンケ ー ト回答例105例 中,89例

(84.7%)が 日本語 学校検診受診例 であ り,間 接写真受

診者総数9,933例 の0.9%で あ った。

日本滞在中の生 活背景 については,全 ア ンケー ト回答

例 での仕 事 あ り例(56.2%)で は,1日 平均労働時間
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表1　 ア ンケー ト用紙(日 本語)

○合回のアンケー トけ、皆さんの治療を有効に施行するための基本的事項として,ゼ ひとも必要です
是非 ご協力下 さい.輿 名尊を公衷 しない、プライバ シーの保議 をしますので、脇力して下さい.
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表2　 ア ンケー ト用紙(中 国語)

☆力 了迸 行有效的 治序,遮 个 調査是非 有不 可的基 砧資料 、而且一 切内容 都予以保 密,所

以,清 大 家条必 蛤以抄助.
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表3　 アンケ ー ト用紙(英 語)

 Because this questionnaire is essential for improving the treatment and administration of

 pulmonary tuberculosis in your groups, we would Like, to ask for your cooperation.
We promise you to strictly keep your privacy in the contents.
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表4　 ア ンケー ト用紙 (韓国語)

―24―



1993 年4 月 307

◎ 日本語学校検診受診例 では,受 診者総数 の0.90%が 要治療例。

◎ 入 国よ り肺結核治療開始 までの日数342.2±266.6日

(約11.4ヵ 月)

図1　 アンケー ト回答例105例 の集計結果(1)

◎ 初診例で はRpに よ る受診者総数の0.84%が 要治療例。

◎ 入国よ り肺結核治療開始までの 日数354.1±253.3日

(約11.8ヵ 月)

図2治 療継続困難例 ア ンケ ー ト回答例36例 の集計結果(1)

4.99±1.19時 間 で,生 活 空 間7.58±4.02畳 に住 み,同

居 している例 は本人 を含み2.6±1.5人 と同居 していた。

同様 に治療継続困難例 ア ンケー ト回答例での仕事あ り例

(66.7%)で は,各 々4.62±1.06時 間,7.35±3.59畳,

2.5±0.64人 で あ った 。 日本 滞 在 の 目的,滞 在 中 の 生 活

費,親 類 等 の 日本 で の有 無,日 本 で の仕 事 の職 種 や 時 間
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◎ 日本での仕事の1日 平均労 働時間14.99±1.19時 間

◎ 生活空間7.58±4.02畳 に住み,同 居 して いる例 は

1.6±1.5人 と同居。

図3　 ア ンケ ー ト結 果 (II)

◎ 日本 での仕事 の1日 平均労働時間4.62±1.06時 間

◎ 生活空間7.35±3.59畳 に住 み,同 居 している例 は,

1.5±0.64人 と同居。

図4治 療継続困難例 アンケー ト結 果(II)
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図5　 治療開始時(130例)

図6　 治療継続困難例治療開始時(53例)

帯,日 本 での同居 と結婚 の有無,食 事 内容,住 民登録 と

国民健康保 険証 の有無 は全 ア ンケー ト回答例 では図3,

治療継続困難例 ア ンケー ト回答例 では図4に 記載 した。

治療開始時 の学会病型 は,全 例130例 で は皿型90%,

II型10%,拡 が り183.8%,拡 が り216.2%で あ

り,一 方治療 継続 困難 例53例 で は 皿型90.6%,II型

9.4%で,拡 が り186.8%,拡 が り213.2%と いず

れ も比較的軽症例が多か った。学研病型で は全例130例

の う ちでBB29.2%,治 療 継 続 困 難 例53例 で はBB

22.6%で あ り,BC+CB+CCの 例 の方 が多か った。 ツ

反 を施行 した例 は全例 では64例 で平均発赤最大径44.2

±19.4mm,治 療 継続 困難例 では24例 で同45 .1±20.2

mmで あ った。治 療 開始時 の喀 痰検査 では全例塗抹陰

性 で,培 養 陽性例 は全例130例 で5.4%,治 療継続困難

例53例 で1.9%で あ り,耐 性検 査で は全例すべての薬

剤 に感性で あった。治療薬剤の組合せ,症 状 の有無 は全

例130例 で は図5,治 療 継続困難 例53例 では図6に 記

載 した。

治療継続例77例 と治療継続 困難例53例 での学研病状

判定基準 によ る治療効果判定 は,治 療継続例 は図7,治

療継 続困難例 は図8に 示 した。治療継続例 では,治 療3

カ月 目の学 研病 状判定基準 で判定可能例70例 中,改 善

度10%, 2a12.9%, 2b48.6%, 3 35.7%,

 4 2.8%で あ り,6ヵ 月 目で は判定 可能 例60例 中,

13.3%, 2a 26.7%, 2b 50%, 3 20%, 4 0

%で あった。 また9カ 月 目の判定で は,1例 悪化 がみ ら

れ た。一方,治 療継続困難例で は,治 療3ヵ 月目の学研

病状判定基準で判定可能例40例 中,10%, 2a 2.5
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図7　 治療継続例の治療経過

%,2b 14%, 3 57.5%, 4 5%で あ り,6ヵ 月

目 で は 判 定 可 能 例16例 中,1 0%, 2a 12.5%,

 2b 31.3%, 3 37.5%, 4 18.8%で あ っ た。

治療継続例 と治療継続困難例 を治療効果 ということで,

治療3ヵ 月 目と6ヵ 月 目で比較す ると,3カ 月 目で は治

療継続例 は治療継続困難例 よ り学研病状判定基準の改善

度 が有 意 に良好 であ ったが(p<0.05,t-検 定),6カ

月 目では有意差 はみ られなかった。平成3年9月 の時点

での,治 療 中は15例,治 療終了例 は80例 で あった。終

了例 の治療効果判定 は,学 研病状判定基準 の16.3%,

 2a 32.5%, 2b 40%, 3 21.2%で,効 果 ありは

78.8%で,平 均治療期間 は8.8±2.7ヵ 月で あった。

治療継続困難例 の脱落時期 は図9に 示 した。平均治療

継 続困 難時 期 は,治 療 開始後3.2±3.1ヵ 月 目で,平 均

治 療継 続困 難回数 は1.2±0.4回 で あった。治療継続困

難 の理 由 と して は自己中断67.9%,帰 国15.1%,副 作

用18.9%で あ り,副 作用 の内訳 はGOT, GPT上 昇5

例,胃 腸障害1例,発 疹3例 で あった。

考 察

平 成2年12月 末 日で の第2回 在 日外国人結核登録調

査報告3)に よる と,在 日年数5年 未満で の登録数 は全国

で641例(う ち地域別 には関東地方425例,そ のうち東

京都289例)で あ り,都 内にある結核予防会 の3つ の診

療 所 で そ の20.3%(関 東 地 方,東 京都 に限 れ ば各 々

30.6%,45.0%)を 治療 してい た。 ま た同調査報告で

図8　 治療継続困難例の治療経過

の職 業別比率 では就学生等(日 本語学校生,学 生,研 修

生)の 比 率 は49.6%で あ り,今 回 の私 どもの報告で,

全 ア ンケー ト回答例105例 中,84.7%が 日本語学校の

検診 例で あ る ことよ り(図1),外 来治療 にお ける在 日

外国人肺結 核症例 の実態 を表 していると考え られた。

アンケー ト調査 の結果 をみてみると,中 国,韓 国で全

体 の73.9%を 占め(図1),文 献3)の 調査報告 とも一

致 した。母国 で の胸部X線 写真(入 国前1年 未満)検

査 で,異 常 な し例 が71.2%も あ りなが ら,治 療 開 始

時 の 学 研 基 本病 型 のBC, CB, CCあ わ せ て69.3%

(図5)で あ るこ とと考 えあわせ ると各母国での胸部X

線写真の診 断精度 に問題 があるか,ま たは有所見者が軽

図9　 治 療 継 続 困 難例 のattendancerate
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症例 として管理不要 と して処理 され たかの いずれか と考

え られ た。通常 の日本人での肺結核症例 より,検 診 によ

る発見比率が多か ったが,こ れ は外国人が 日本 に滞在 し

て いるという目的 と特殊 性によ ると考 え られた。 また 日

本語 学校の検診 受診例 の0.9%が 要治療 とな り,東 京都

学 校 検 診 によ る要 治療 の比 率 の約90倍 と高 率 であ っ

た4)。 トー タル ・デ ィレイの代 わ りとして,入 国よ り治

療開始 までの 日数 をみ てみる と,平 均11.4ヵ 月 で,厚

生省 の報告 と一致 した3)。

ア ンケー ト(図3)に よる日本で の生活像 の平均 と し

て,大 学 や専 門学校 等 へ の上 級学 校進 学 を望み(91.4

%),生 活 費 は 自費 で(77.1%),半 数以 上(56.2%)

が日本滞在中何 らか の仕事 に従事 し,そ の また半数以上

が夜勤業務で(64.4%),飲 食 ・サ ービス業(57.6%),

1日 の平 均労 働時 間 が4.99時 間であ った。 また独身で

(71.4%),住 居 と して は同居 で(52.4%),平 均7.58

畳 に本人を含め2.6人 と同居 とい うことにな り,劣 悪 な

環境での生 活を強い られてい るといえた。

治療継 続 困難例36例 でのア ンケー ト調査(図2,図

4)で は,全 例105例 のそれ と比較 し,(1)家 族歴 での肺

結核症 の比率 が高 い。(2)日本滞在 の目的で,技 術研修 の

比率 も高 い。(3)日本 での仕事 と して,飲 食 ・サー ビス業

の従事者 が多 い。(4)住民登録 な し,国 民健康保険証 な し

の比率 が高 い等 の特徴が み られ た。

ここで,今 回 の在 日外国人を短期滞在移住者 と して と

らえ ると,文 献 的には以下 の特徴 が挙 げ られる5)～12)。(1)

移住者 の結核 は若年層 に多 い。(2)入国後早期の発病が多

い。(3)原住の国民 と比べて一時移住者間での結 核有病 率

は高 く,永 住移民の有病率 は原住の国民 と母 国のそれの

中間を示す。(4)肺外結 核(リ ンパ節 も含 む)の 率 が高 い。

(５)初回薬剤耐性 率が高い とい う報告 がある。(6)移民 と原

住の国民 との相互感染 は少 ない。(7)移民先 での移民 の結

核の発病率 は,出 身 国でのそれよ り若干低 めである とい

う報告 があ る。

今 回の私 ど もの調査 で も上記特徴 と一致 したが,対 象

が外来治療可能 の軽症例 のみであるため,治 療開始時塗

抹 陽性例 はな く,培 養陽性例 も全例感性で初回薬剤耐性

はみ られなかった し,肺 外結核 の例 もなか った ところが,

異 なった。

治療 開始 時,学 会病 型 での 皿型,拡 が り1が ともに

90%,84%で,外 来治 療可 能な軽症例であ ったが,学

研病 型 でのBC+CB+CCの 比率が約70%も あ り,日

本入国 より発病 までの期間 と考えあわせ ると,日 本 での

感染,発 病 とい うより,母 国で感 染 して来 日し在 日中の

ス トレス等で発病 した例 が多い と推 測された。 また検診

発見 が大 多数 の ため,治 療 開始 時症状 な し例 が76.9%

で あ るが,症 状 あ り例 で は咳嗽 が63.3%を 占め,日 本

人 での有症状受診 による患者発見 の特徴 と同 じく,咳 嗽

の検索が有症状時最 も重要 と考え られた。

治療継続例 では,1例 経過 中に悪化 がみ られたが,全

体 として経時的に胸部X線 所見 の改善が み られ た。一方,

治療継続困難例 では,悪 化例 が治療6ヵ 月 目で もみ られ,

学 研病 状判 定基 準 の3と4の 割合が,3ヵ 月 目で62.5

%と 半数以上 を占め,胸 部X線 所見 の改善度が,経 時的

に認 め られなかった。 この事 は治療初期 にお ける継続の

重要性 を示唆す る所見 であると考え られ た。 また,治 療

継続困難例で は,治 療3ヵ 月 目の治療効果判定で継続例

よ り胸部X線 所見 の改善度が悪 いが,6ヵ 月 目で は有意

差が 出なか った。 この事 より,治 療継続が困難にな って

も,少 な くとも6ヵ 月間の治療 は必要であ ると推定 され

た。

今回 の治 療 にお いて,治 療継続 困難例 は40.8%と 高

率であ ったが,在 日外 国人 の肺結核治療脱落率 は,日 本

人 のそれ の10倍 との報告13)が ある一方,ブ ラジルでは

INHとRFP6カ 月治療の治療脱落率19%14)の 報告が

あ り,ま た短期化療以前 では,日 本人 の肺結核治療脱落

率 は約15%と の報告15)も あ り,日 本人 のそれ に比 し,

2か ら10倍 で あ る と推定 され た。 しか し治療継続困難

例53例 中,19例 は治療 を再開 し,総 計で130名 中,96

名 が 治 療 を最 終 的 に終 了 ない しは終了 予定 で あ り,

WHOの 結 核対 策 に関 す る決 議 に見 られ る16),85%治

癒,70%発 見 の基 準 にお おむ ね沿 ってい ると考 え られ

た。

最 後に上 記の結 果を踏 まえて今後 の在 日外 国人肺結核

症対 策 として,以 下 の事柄 が必要 である と考 え られた。

(1)　治療 開始 時に,治 療継続 の重要性 についての初回指

導 の徹底 として,各 国語(英 語,中 国語,韓 国語,

ベ ンガル語,タ ガログ語等)の パ ンフ レットや スラ

イ ド,ビ デオ等 の作製,治 療 の窓 口を決 めて通訳を

介す る療養指導,外 国人対策 に精通 して いる専従の

医師,看 護婦等 の研修。

(2)　医療費負担の軽減や免除,お よび生活費の補助対策

などの経済的援助。

(3)　一般 の医療機関で も対応で きるよ う,喀 痰 の とり方,

副作用のチ ェック リス ト,服 薬 方法等 の最低 限必要

な表現をのせた診療 ガイ ドブック作製。

結 語

在 日外 国人肺結核症例130例 の検討 を行 い,次 の結果

を得 た。

1.　都 内の予防会3診 療所で,現 在 日本で登録治療中

の外国人肺結核症例 の20.3%を 治療 した。

2.　治療例の国籍は半数以上が中国,次 いで韓 国であ っ

た。

3.　入 国 よ り治 療開 始 までの 日数 は約11.4%カ 月。

胸部 間接写真 によ る検診受診者総数 の0.9%が 要治
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療例。

4.　 ア ンケ ー ト調 査 に よ る 日本 で の生 活 状 態 は,日 本

で の 仕 事 あ り例 は56.2%で,労 働 時 間1日 当 た り

4.99±1.19時 間,夜 勤 が64.4%,職 種 と して飲 食

サ ー ビス 業 が57.6%,生 活 空 間 は7.6畳 で,同 居

あ り52.4%,1.6人 と同 居 して い た 。

5.　 治 療 開 始 時 の 学 会 病 型 は,皿 型90%,拡 が り1

83.8%で,II型 は10%,比 較 的 軽 症 例 が 多 か った 。

6.　治療 継続 困難率 は40.8%を 占め高率。治療継続

困難理 由と して 自己中断68%,帰 国15%,副 作用

19%で あ った。治療 継続 困難 時期 は治療開始後平

均3.2±3.1ヵ 月 で,平 均1.2±0.4回 中断。

7.　在 日外 国人 の治療 にあた り治療継続 困難 を最小限

にす るために,

a.　治療 開始 時に治療 の必要性 および中断の危 険性

等 の初回時の療 養指導 の徹底。

b.　治療費の個人負担分の軽減 策 と生 活費の援助。

c.　療養指導的なパ ンフレッ トの各国語での作成。

等が必要で あろう。

本 研究 の要 旨 は,平 成4年4月,第67回 日本結核病

学会総会 〈要望課題>1,在 日外国人 の結核,第1部 総

論 において発表 した。

文 献

1) 豊田恵 美子, 鈴木恒 雄, 吉 川正洋, 他: 在 日外 国人

の 結 核 問 題(入 院 治療 につ い ての検討), 結核.

 1992; 67: 87. (第67回 日本結核病学会総会発表)

2) 増山英則, 杉田博宣, 木野智慧光, 他: 在 日外国人

肺結核症 の外来治療成績2年 間で の病態の経時変

化, 日胸疾 会誌 (増刊号). 1992; 30: 449. (第32

回 日本胸部疾患学会総会発表)

3) 厚生省保険 医療局結核 ・感染症対策室: 在 日外国人

結核登録調査報告,呼 吸器疾患 ・結核　 資料 と展望.

 1992; 1: 70-75.

4) 伊東和子, 長島 潔, 黒田三好, 他: 日本語学校就

学生 に対す る結核検診 の結果 について, 東 京都衛生

局学会誌. 1989; 82: 88-89.

5) 石 川 信 克: 移 住 と 結 核, 医 学 の あ ゆ み. 1982;

 123: 905-914。

6) 埼玉県所沢市保健所: 中国帰国孤児定着促進 セ ンター

入所者の検診を行 って―検診結果 と今後の問題点―,

 公衆衛生情報. 1987; 14-16.

7) U. S. Department of Health and Human 

Services: Tuberculosis among foreignborn 

persons entering the United States. MMWR. 
1990; 39: No. RR-18,

8) Rieder HL, Snider, Jr DE, Toole MJ, et al.: 

Tuberclosis control in refugee settlements. 

Tubercle. 1989; 70: 127-134.

9) Wang JS, Allen EA, Chao CW, et al.: 

Tuberculosis in British Columbia among 

immigrants from five Asian countries, 1982

 1985. Tubercle. 1989 ; 70 : 179-186.

10) BMRC tuberculosis and chest disease unit: 

Management and outcome of pulmonary

 tuberculosis in adults notified in England

 and Wales in 1983. Thorax. 1988; 43: 591

 598.

11) Chaulet P, Ferlinz R, Zellweger JP:

 Tuberculosis and international migrations. 

Bull. of IUATLD. 1988; 63: 26-33.

12) 高瀬 昭, 杉田博宜, 木原和郎, 他: 中国帰 国孤児

らの帰国時健康調査一 とくに呼吸器疾 患について一, 

第47回 日本公衆衛生学会総会講演集皿. 1988; 311.

13)前 田秀雄:東 京都内 の日本語学校就学生結核患者の

受療状況 に関す る分析,公 衆衛生研究. 1992; 41:

 投稿 中)

14) Castelo A, Jardim JR, Goihman S, et al.:

 Comparison of daily and twiceweekly 

regimens to treat pulmonary tuberculosis. 

Lancet. 1989; 8673  : 1173-1176.

15) 結核 治療 を確 実 に行 な うに は, メデ ィカ ル カ ン フ ァ

レ ンス シ リー ズ 別 冊 (5),結 核予 防会, 東 京,

 1972, 24-29.

16) Kochi A: The global tuberculosis situation 

and the new control strategy of the World 

Health Organization. Tubercle. 1991 72: 1-6

―30―


